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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計期間

第54期
第１四半期連結
累計期間

第53期

会計期間
自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日

自　平成27年６月１日
至　平成27年８月31日

自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日

売上高 （千円） 3,270,814 3,504,523 14,082,080

経常利益 （千円） 90,276 110,444 843,757

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 52,980 71,070 564,800

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 52,506 59,163 653,905

純資産額 （千円） 6,972,680 7,509,012 7,514,856

総資産額 （千円） 12,787,101 12,746,137 13,147,609

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 8.97 12.04 95.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.5 58.9 57.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善傾向が続き、景気は緩やかな回

復基調となりました。

しかしながら、中国経済をはじめとした海外景気の下振れが国内景気を下押しするリスクとなっており、景気

の先行きは不透明となっております。

当社が主に依拠するフードビジネス業界は、食材価格の値上りや人手不足による人件費上昇など経営環境は厳

しい状況となっておりますが、インバウンド消費の増加や付加価値を高めた高価格の商品が消費者に受け入れら

れるなどの明るい材料も見られました。

このような環境下、当社グループでは、環境にやさしく、同時にコストパフォーマンスにも優れたパウチ包装

タイプ高濃度洗剤・洗浄剤の拡販に継続して注力してまいりました。

また、フードビジネス業界の省力化や食の安心・安全に貢献できる製品の提案に努めてまいりました。

これらの活動が功を奏し、当第１四半期連結累計期間の売上高は、35億４百万円（前年同四半期比 7.1％増）

となりました。

利益につきましては、運賃の値上りによる配送費用の上昇が大きなコスト増加要因となりましたが、当社グ

ループ製造品の売上拡大とコスト削減に努めた結果、営業利益は、８千８百万円（同 8.6％増）、経常利益は、

１億１千万円（同 22.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、７千１百万円（同 34.1％増）となりま

した。

当社グループの品目別売上高は、次のとおりであります。当社グループは、業務用の化成品事業を行ってお

り、単一セグメントであるため、セグメント別の情報はありません。

 

＜当社グループ製造品部門＞＜業務用洗剤・洗浄剤・除菌剤・漂白剤、固形燃料等＞

注力製品のパウチ包装タイプ高濃度洗剤・洗浄剤の売上が増加しました。また、食の安心・安全意識の高まり

による需要の拡大に加え、大規模ユーザーの獲得が寄与し、除菌・消毒用アルコール製剤の売上が増加しまし

た。

また、顧客満足度向上のため食器洗浄機メンテナンスサービスや衛生管理支援サービスの質の向上など、当社

グループ製造品の販売に繋げる取り組みも進めてまいりました。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高

は、26億６千４百万円（前年同四半期比 7.5％増）となりました。

 

＜仕入商品等部門＞

当第１四半期連結累計期間の売上高は、８億４千万円（同 6.0％増）となりました。

 

（２）財政状態

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりであります。
 
（資産）

資産は前連結会計年度末と比較して４億１百万円減少し、127億４千６百万円となりました。主には、納税等

により「現金及び預金」が４億５千５百万円減少しました。
 
（負債）

負債は前連結会計年度末と比較して３億９千５百万円減少し、52億３千７百万円となりました。主には、「電

子記録債務」が１億６千１百万円、「未払法人税等」が９千５百万円、「長期借入金」が８千６百万円それぞれ

減少しました。

なお、「役員退職慰労引当金」は役員退職慰労金制度の廃止に伴い、打ち切り支給額２億２千７百万円を固定

負債「その他」に振り替えております。詳細は（追加情報）をご覧ください。
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（純資産）

純資産は前連結会計年度末と比較して５百万円減少し、75億９百万円となりました。親会社株主に帰属する四

半期純利益による増加と、配当金の支払による減少がほぼ同額であり、大きな変動はありませんでした。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（会社の支配に関する基本方針について）

当社における「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社

の支配に関する基本方針」といいます。）の概要は下記のとおりです。

① 会社の支配に関する基本方針

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざま

な源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。一方、上場会社である当社の

株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模買付提案又は

これに類似する行為があった場合においても、一概に否定されるものではなく、最終的には株主の皆様の自

由な意思により判断されるべきであると考えております。

しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主の皆様に株式の売却を事実

上強要するおそれのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのあるものも想定され

ます。

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みの概要

イ.「中期経営計画」による企業価値向上への取り組み

当社グループは、長期目標として、業務用洗剤洗浄剤分野でナンバーワンを掲げ、洗剤洗浄剤で売上高

200億円、営業利益率10％を目指しております。その目標を達成するため、中期経営計画「ＮＩＰ Ｑ」

（Ｎiitaka Ｉnnovation Ｐlan,Ｑuality）を策定しております。

中期経営計画においては、(ⅰ)市場競争力の強化、(ⅱ)利益向上力の強化、(ⅲ)企業体質の強化、(ⅳ)

関連事業の強化を課題として進めてまいります。

(ⅰ)市場競争力の強化

マーケティング力、営業力、開発力を強化するとともに、当社の提供する食洗機メンテナンスサービ

ス、衛生サービス等の質の向上を図ります。

(ⅱ)利益向上力の強化

製品の統廃合、改良を図り、収益構造を改善するとともに、生産管理機能の強化を図り生産性を高

め、利益率の向上を図ります。

(ⅲ)企業体質の強化

品質管理レベルの向上、人材の育成・活性化、システムの整備・充実、リスク管理の強化等を図りま

す。

(ⅳ)関連事業の強化

国内子会社の「株式会社ユーホーニイタカ」と、中国子会社の「福建新拓高日用化学品有限公司」の

企業基盤を強化し、売上拡大を図ります。

ロ．コーポレート・ガバナンスに関する取り組み

当社は、継続的に企業価値を高めることを目指し、コーポレート・ガバナンスを強化し、経営効率の向

上及び経営の健全性の向上に努めております。

取締役会、監査等委員会、監査法人、監査室及びＣＳＲ委員会等の各組織機関が相互に連携し、さらに

は内部通報制度も設け、コンプライアンスの徹底やリスク管理の充実をはじめとした内部統制システムが

有効となるよう努めております。

当社取締役会は、原則として１ヶ月に１回開催し、取締役会規程に定められた詳細な付議事項について

充分な審議を行っております。

当社は、これらの取り組みとともに、株主の皆様をはじめ、従業員、取引先等ステークホルダーとの信

頼関係をより強固なものにし、企業価値の安定的向上を目指してまいります。
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③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止する取り組み

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止する取り組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」

といいます。）を導入しております。

本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法

の如何を問わないものとし、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以

下「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的

なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の

皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断されるために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、さ

らには当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示をお受けいただく機会を確保することを目的としてお

ります。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為についての評価・検討に必要かつ十分な情

報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価・検討のための

期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとしており

ます。したがいまして、大規模買付行為は、取締役会の評価・検討の期間の経過後にのみ開始されるものと

します。大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置を

とりません。ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても大規模買付行

為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断

される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、必要

性・相当性の範囲で会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する

ことがあります。

本プランは、平成25年８月23日に開催の当社第51回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただき

継続しており、その有効期限は平成28年８月に開催予定の当社定時株主総会終結時までとなっております。

④ 本プランが、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、

当社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

上記②の会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を向上させるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(イ)買収防衛策に関する指針（注１）の要件を充足していること(ロ)株主共同の利益

の確保・向上の目的をもって導入されていること(ハ)合理的な客観的発動要件の設定をしていること(ニ)独

立性の高い社外者の判断の重視と透明な運営が行われる仕組みが確保されていること(ホ)株主意思を重視す

るものであること(ヘ)デッドハンド型買収防衛策（注２）やスローハンド型買収防衛策（注３）ではないこ

と等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の

地位の維持を目的とするものではないと考えております。

（注）１．「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（平成17年５月27日　
経済産業省・法務省）を指します。

２．デッドハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の過半数を交替させてもその発動を阻止できない買収防
衛策

３．スローハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、 その発動を阻
止するのに時間を要する買収防衛策

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における、研究開発費は69,132千円であります。

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）主要な設備

平成27年８月に完了を予定しておりましたつくば工場第３充填機の更新は、完了時期を９月に変更しておりま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 16,900,000

計 16,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発
行数(株)
（平成27年８月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成27年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,943,052 5,943,052
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 5,943,052 5,943,052 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年６月１日～

平成27年８月31日
－ 5,943,052 － 585,199 － 595,337

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成27年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 39,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,890,800 58,908 同上

単元未満株式 普通株式 13,052 － －

発行済株式総数  5,943,052 － －

総株主の議決権 － 58,908 －

(注)「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成27年８月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ニイタカ
大阪市淀川区新高

一丁目８番10号
39,200 - 39,200 0.66

計 － 39,200 - 39,200 0.66

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニイタカ(E00890)

四半期報告書

 7/16



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年６月１日から

平成27年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年６月１日から平成27年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,805,170 1,349,933

受取手形及び売掛金 3,027,127 2,831,578

有価証券 20,000 20,000

商品及び製品 635,444 654,075

仕掛品 35,457 39,796

原材料及び貯蔵品 315,090 334,870

その他 344,623 474,053

貸倒引当金 △3,030 △5,786

流動資産合計 6,179,883 5,698,521

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,643,737 2,608,191

土地 2,352,655 2,352,655

その他（純額） 632,261 619,989

有形固定資産合計 5,628,654 5,580,835

無形固定資産   

のれん 13,665 13,096

その他 163,115 162,905

無形固定資産合計 176,781 176,001

投資その他の資産   

その他 1,166,598 1,294,854

貸倒引当金 △4,308 △4,075

投資その他の資産合計 1,162,290 1,290,779

固定資産合計 6,967,725 7,047,616

資産合計 13,147,609 12,746,137

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 638,797 680,578

ファクタリング債務 36,698 -

電子記録債務 1,810,902 1,649,747

未払法人税等 138,615 42,714

その他 1,109,859 1,065,832

流動負債合計 3,734,873 3,438,871

固定負債   

長期借入金 626,939 540,573

役員退職慰労引当金 247,598 -

退職給付に係る負債 929,944 951,017

その他 93,397 306,662

固定負債合計 1,897,878 1,798,253

負債合計 5,632,752 5,237,125
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 585,199 585,199

資本剰余金 595,337 595,337

利益剰余金 6,258,101 6,264,230

自己株式 △50,512 △50,578

株主資本合計 7,388,125 7,394,188

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,056 △3,565

為替換算調整勘定 108,674 118,388

その他の包括利益累計額合計 126,731 114,823

純資産合計 7,514,856 7,509,012

負債純資産合計 13,147,609 12,746,137
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成26年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成27年８月31日)

売上高 3,270,814 3,504,523

売上原価 2,010,856 2,132,769

売上総利益 1,259,958 1,371,753

販売費及び一般管理費 1,178,316 1,283,083

営業利益 81,641 88,669

営業外収益   

受取利息 3,238 3,763

受取配当金 1,684 14,396

受取手数料 1,486 1,143

受取賃貸料 4,740 4,826

売電収入 1,879 3,069

その他 3,884 3,116

営業外収益合計 16,914 30,315

営業外費用   

支払利息 1,983 1,764

賃貸収入原価 3,949 3,830

売電原価 1,358 2,799

その他 986 146

営業外費用合計 8,278 8,540

経常利益 90,276 110,444

特別利益   

投資有価証券売却益 3,441 -

特別利益合計 3,441 -

特別損失   

投資有価証券売却損 3,280 1,423

特別損失合計 3,280 1,423

税金等調整前四半期純利益 90,437 109,020

法人税等 37,457 37,949

四半期純利益 52,980 71,070

親会社株主に帰属する四半期純利益 52,980 71,070
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成26年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成27年８月31日)

四半期純利益 52,980 71,070

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14,844 △21,621

為替換算調整勘定 △15,319 9,714

その他の包括利益合計 △474 △11,907

四半期包括利益 52,506 59,163

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 52,506 59,163
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成27年

８月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給が決議されました。

これに伴い、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打切り支給額の未払分227,774千円を長期未払金として固定資

産の「その他」に含めて計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
至　平成27年８月31日）

減価償却費 128,627千円 98,013千円

のれんの償却額 569千円 569千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年６月１日　至　平成26年８月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月28日

取締役会
普通株式 59,040 10.00  平成26年５月31日  平成26年８月12日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成27年８月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月27日

取締役会
普通株式 64,942 11.00  平成27年５月31日  平成27年８月11日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年６月１日　至　平成26年８月31日）

当社グループは、業務用の化成品事業を行っており、単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成27年８月31日）

当社グループは、業務用の化成品事業を行っており、単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
至　平成27年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ８円97銭 12円４銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 52,980 71,070

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
52,980 71,070

普通株式の期中平均株式数（株） 5,903,999 5,903,825

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年７月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・64,942千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・11円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成27年８月11日

（注）平成27年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年10月14日

株式会社ニイタカ

取締役会　御中

 

ひびき監査法人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 安原　徹　　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 石原　美保　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニイタ

カの平成27年６月１日から平成28年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年６月１日から平成

27年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年６月１日から平成27年８月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニイタカ及び連結子会社の平成27年８月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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